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１．持続可能な開発目標：SDGs

２．地域循環共生圏

３．SDGs達成のための人材育成と

ESD（持続可能な開発のための教育）の取組



２

※記載内容はWMOの記事
及びニュースより抜粋

日本を襲った大型台風
・9月の台風15号に続き、10月に台風１９

号が上陸し日本各地に大きな被害をもた
らした。

欧州 熱波による気温上昇

・６月下旬、欧州が熱波に襲われ、フランス、
ドイツ、ポーランド、スペインの一部で38℃
以上の高温を記録。

メキシコ 大量の雹
・6/30に、グアダラハラでは、高さ2mになる程
度の大量の雹が降った

SDGsの背景

地球温暖化の現状2019年夏の世界の異常気象



３

＜過去65万年もの間、 CO2はこの水準を超えることはなかった＞

現在のレベル

1950年の
レベル

（出所）アメリカ航空宇宙局（NASA）ホームページ（ https://climate.nasa.gov/evidence/ ）より環境省一部加工

産業革命以降、大気中のCO2の平均濃度は急上昇。経済活動を通じた
人為起源のCO2排出量の急増が主因とされ、これに伴い世界の平均気
温も上昇傾向にある。

SDGsの背景

地球温暖化の現状

https://climate.nasa.gov/evidence/


１．海岸での漂着ごみ

山形県酒田市飛島 長崎県対馬市

ポリタンク

２．漂着物の例

漁具

洗剤容器

３．想定される被害

・生態系を含めた海洋環境への影響

・船舶航行への障害

・観光・漁業への影響

・沿岸域居住環境への影響
マイクロビーズ 微細なプラスチック片

海洋生物への影響 鯨の胃から発見された大
量のビニール袋

SDGsの背景

海洋ごみ問題の現状

４



SDGsの背景

地球環境容量の限界とSDGs

気候変動

生物圏の一体性

土地利用変化

生物地球化学的循環

人類が豊かに生存し続けるための基盤となる地球環境は、限界に達している面もあ
るとの指摘。

「このままでは世界が立ち行かない」という国際社会の強い危機感も背景に、
2015年9月、国連総会において「持続可能な開発目標（SDGs）」を含む「持続可
能な開発のための2030アジェンダ」が採択された。

（出所）Will Steffen et al. Planetary 
boundaries :Guiding human 
development on a changing 
planet.より環境省作成

地球環境容量の限界 持続可能な開発目標（SDGs）

資料：国連広報センター

５



(出典）「全ての企業が持続的に発展するために-持続可能な開発目標（SDGｓ）活用ガイド-」（平成30年６月環境省）

持続可能な開発目標（SDGs）

６

将来の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲求
も満足させるような開発
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２．地域循環共生圏

３．SDGs達成のための人材育成と

ESD（持続可能な開発のための教育）の取組
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ＳＤＧｓと地域循環共生圏

地域循環共生圏

持続可能な循環共生型の社会

地域循環共生圏＝地域のSDGs

SDGs
世界
共通の
目標

イノベーション
①経済社会システム
②ライフスタイル
③技術

パートナーシップ
国民、ＮＰＯ・ＮＧＯ、
企業、金融機関
地方自治体、各府省…

地域ニーズ 地域資源
地域の再エネ、豊かな自然環境…防災減災、高齢化対応…

社会変革

世界のSDGｓ達成も私たちの地域から、暮らしから

従来の大量生産・大量消費型の経済システム
８
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地域循環共生圏

地域循環共生圏とは・・・ローカルSDGs

 「地域循環共生圏」創造のポイント
 ①地域課題とニーズを適確に捉え、②対応する地域資源を発見・活用し、③多様な
分野にまたがるパートナーシップを形成し、④新たな価値を創造し、地域経済循環を
向上させることで、持続的な発展を達成する。

 更に、「 」で課題を克服しつつ魅力を上げ、異分野との連携によ
り「 （統合的課題解決）」に深化させていく

各地域がその特性（課題・ニーズ）に応じ、地域資源を活かし、自立・
分散型の社会を形成しつつ、近隣地域と補完し、支え合うことで創造。
環境・社会・経済の統合的課題解決により脱炭素とSDGsが実現した、
魅力あふれる地域社会像。

地域課題
ニーズ

地域資源
固有価値

相互連携
パートナーシップ

新たな価値創造
地域経済循環

地域ビジネス促進



地域循環共生圏 地域における未来社会の創造



地域でSDGs達成に寄与し、
地域社会を構成する人材のイメージ

ESD for 2030 が示すこれからのESD推進の
ポイント

地域の持続的な発展を目指し

・地域環境の長所を理解し（愛し）、

・地域資源を活かしつつ保全する感性を持ち、

・持続可能性の概念を行動基準として、将来
の世代に自然と調和した豊かな生活を
受け渡す行動を選択して、実践する、

人々

・上記推進に、新技術を評価し活用できる
人々

ESDの主要目的は、持続可能な開発に向けた学習者の行動
変容。ESDは、学習者が複雑な現実に気づき、暮らしや出来

事から共感や思いやりを得て行動変容に至る過程に注目す
る。このため、学校外の教育にも注目する。

ESDは、経済成長と持続可能な発展の深い関係に注目する。
ESDは、両者をバランスし、消費者社会に、持続可能性の価
値観から新たな選択肢を示すことができる。

科学技術が社会を根底から変化させる可能性への対処が
必要。新技術に対する批判的が重要であると同時に、環境
課題の解決に新技術を活用するため、ESD推進において、産
業界、アカデミアと、より密接に協力する必要がある。

地域でSDGs達成に取り組む人材 ⇔ ESDの目指す人材育成

■行動変容：

■構造変容：

■科学技術：

11



12

１．持続可能な開発目標：SDGs

２．地域循環共生圏

３．SDGs達成のための人材育成と

ESD（持続可能な開発のための教育）の取組



環境教育の系譜

国
際

環境基本法
(1993年)
第25条に環境教育等
の推進を規定

経済成長と技術的進歩に伴う
環境や社会への影響

国連→ 開発の新しい概念を要請
不平等、環境悪化

日本→ 高度経済成長
公害問題、自然破壊

幅広い実践的人材づくりへと発展。具体的規定を充実さ
せ、これらに応じて法律名称も変更。旧法よりESDの視点

を強く盛り込む（環境・経済・社会の統合的な発展、協働取組等）。

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する
法律(2011年)

国
内

※ESD：Education for 
Sustainable
Development

環境の保全のための意欲の増進及び環
境教育の推進に関する法律 (2003年)

「持続可能性」という概念の登場
環境教育・学習の対象として、開発や貧困、食
糧、人口などの問題を含める方向で国際的な

議論が展開。

環境と社会に関する国際会議（1997年)
（テサロニキ宣言）

「環境教育を『環境と持続可能性のための教

育』と表現してもかまわない」

環境教育の法制化

教育の目標に「生命を尊び、自然を大切にし、
環境の保全に寄与する態度を養うこと」を規定。

教育基本法改正(2006年) ※文部科学省 学校教育法改正(2007年) ※文部科学省

教育の目標に「学校内外における自然体験活動を促進し､
生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与す
る態度を養うこと」を規定。
その後学習指導要領を改訂し、各教科等に反映。

＜国内＞

＜国際＞

ベオグラード国際環境教育専門家会議（1975年）
※環境教育の目的と目標の提示

トビリシ環境教育政府間会議（1977年）
※ 環境教育に関する初めての政府間会議

学校教育等における展開
学習指導要領において公害を明記（1971年）
環境教育指導資料(文部省)発刊（1991年）
地域において自然観察会等の活動が展開。

「国連ESDの10年」（2005～2014年）

「持続可能な開発(SD)」のための
教育の重要性を確認

国連環境開発会議
（リオ・サミット）1992年

「国連ESDの10年」の後継プログラムとし
て「GAP（Global Action Program)」の開
始と「あいち・なごや宣言」の採択

ESDに関するユネスコ世界会議
（名古屋市・岡山市）2014年

「持続可能な開発のための教育(ESD)の10
年」を日本が提案。

持続可能な開発に関する世界首脳会議
（ヨハネスブルグ・サミット）2002年

環境教育及びESDの系譜

環境保全への理解と取組の意欲を高めるた
め、環境教育の振興や情報の提供の理念・
方針、人材育成等について規定

改正
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教育はSDGsの目標４に位置付けられており、

ESDは目標４の中のターゲット4.7に記載されて

います。しかし、教育、特に、ESDは持続可能な

社会の担い手づくりを通じて、１７全ての目標

の達成に貢献するものです。ですから、ESDを推

進することが、SDGsの達成に向けた取組と言え

ます。

ESD側から見ると、SDGsは、ESDで目指す目標

が国際的に整理されたものとして捉えることも

できます。

教育/ESDとSDGs

(出典）持続可能な開発のための教育（文部科学省 日
本ユネスコ国内委員会）（2018年11月改訂）

SDGs達成全体に貢献する 環境教育及びESD
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「持続可能な開発のための教育（ESD)」とは

つまり・・・

(出典）持続可能な開発のための教育（文部科学省 日本ユネスコ国内委員会）（2018年11月改訂）
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ESD推進ネットワークの目的
持続可能な社会の実現に向け、ESDに関わる多様な主体が、
地域における取組を核としつつ、様々なレベルで分野横
断的に協働・連携してESDを推進する。

ESD推進ネットワーク： 構築の経緯
ESDネットワーク

文部科学省と環境省は、全国的なESD支援のためのネットワーク機能の体制整備に向
けて、2016年～2017年に両省共同でESD支援センター（全国・地方）を開設。



持続可能な社会を目指して

ＥＳＤ活動支援センター

地方センター（全国８か
所）
＋全国センター

多数・多様・重層的な

地域ＥＳＤ活動推進拠点
（地域ＥＳＤ拠点）

学校、地域、職場などで
ＥＳＤに取り組んでいる多様な実践主体

（ＥＳＤ活動現場）

ＥＳＤに取り組もうとしている
多様な主体（潜在的な活動主体）

ＥＳＤの広がりと深まりを通じて
地域の諸課題の解決と教育の質の向上、

ＳＤＧｓ達成に向けた意識・行動変革を進める ESD推進ネットワーク

連携・支援

働きかけ・支援

協力組織・団体

ESD活動支援企画
運営委員会

ニーズ・成果共有

ニーズ・成果共有

SDGs

情報 支援体制

学び合いの場 人材育成

その他

ESD活動支援センター（全国・地方）の機能

ESD推進ネットワーク： 体制

連
携



18

ESDネットワーク

ESD活動支援センター（全国・地方）

ESD推進ネットワーク： 体制
ESDネットワーク

18
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ESDネットワーク

登録組織・団体数

2017年度末27件
2018年度末75件
2019年12月15日現在104件

ESD推進ネットワーク： 体制
ESDネットワーク
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ESD推進ネットワークの活動

ESD推進ネットワークの目的
持続可能な社会の実現に向け、ESDに関わる多様な主体が、地域における取組を核と

しつつ、様々なレベルで分野横断的に協働・連携してESDを推進する。

全体としての成果
ESD国内実施計画に示されたネットワークの体制の基盤整備
・全国センター1か所、地方センター8か所の開設および運営。
・域ESD拠点、104か所の登録。

地方センターによる各地の多様な主体と協力・連携の進展が、地域差の是正に貢献

ESD活動支援センター（全国・地方）の機能
①情報、 ②支援体制、 ③学びあいの場、 ④人材育成 等

配布資料「ESD推進ネットワークの成果概要（2016－2019）（案）」参照

ESDネットワーク
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目標1 情報

ESD活動を支援するために有益な情報の収集、
整理、蓄積、共有を進める。

＜2019年度までの成果目標＞
•ESD活動支援センター（全国・地方）が収集、
整理、蓄積、共有する情報がESDを深めるた
めに（質的向上）、また広めるために（量的
拡大）、有用なものになっている。

成果
･ESD活動支援センター（全国・地方）のウェブ
サイト等を通じて、ESD活動支援情報の収集、
整理、蓄積、共有の進展
•利用数の増加

課題
･関係者のさらなる拡大、ネットワークの可視化
の推進、国際情報の収集・発信の強化等。

ESD推進ネットワークの、目標別の成果（１）
ESDネットワーク

目標2 支援体制

現場のニーズを反映したESD活動の支援体制を
整備する。

＜2019年度までの成果目標＞
•ESDを推進する多様な主体が参画する官民協
働プラットフォームとしてのESD活動支援セ
ンター（全国・地方）の整備が進み、ESD活
動支援企画運営委員会による指導・助言の体
制が整備され、ESD活動推進拠点（地域ESD 
拠点）の創出、形成、強化が進んでいる。

成果
･ESD活動の支援体制の整備の進展。
･ESD活動推進拠点が104か所で活動
･相談対応やヒアリング、講師派遣等の定常的な
実施。異なる主体・異なる分野間に連携・協働
を促進。

課題
･地域ESD拠点の機能強化、協力団体、企業、自
治体等との連携を強化する仕組みの必要性等。
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目標3 ネットワーク形成・学び合いの場
ESD実践の学び合いを可能とする重層的なネッ
トワークを形成する。
＜2019年度までの成果目標＞
•多様なステークホルダーの間で経験の共有、
ESD推進の協働・連携が進むような学び合い
の場が持たれ、ESDの視点と手法が地域の
様々な課題への取組や政策、多様な学びの場
に取り入れられている。

成果
•ESD活動支援センター、地域ESD拠点による、
様々な学びの場の提供
•人づくりに関するネットワークの発達。

課題
•学び合いの実践事例等の蓄積・発信の効率化。

ESD推進ネットワークの、目標別の成果（２）
ESDネットワーク

目標4 人材育成
学校教育、社会教育それぞれにおいて、ESDを
推進する人材の育成を進める。

＜2019年度までの成果目標＞
•既存の研修等を活用し、多様な場でESD研修
が実施され、多様な分野・セクターにESDを
推進する多世代の人材が育成され、活動の場
を広げている。

成果
•研修等の講師の派遣や紹介、企画に参画し、
ESDによる人材育成を実施。
•ユースその他の人材を見出し、発表の場を提供
することによる人材育成の実施。

課題
•活動のさらなる拡大。
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成果と課題をふまえたESD推進ネットワークの発展させるための方策
（全国センターによる提案の例）

ESD推進ネットワークの発展に向けて

次期国内実施計画の検討へ

ESDネットワーク
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ご静聴ありがとうございました


